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Ⅰ　新しい公益信託法成立までの経緯

１　はじめに
　信託とは、財産の所有者である委託者が、
受託者に財産を信託譲渡し、受託者はその財
産を一定の目的のために管理・運用する財産
管理制度である。
　我が国の信託法は、１９２２（大正１１）年に制
定された。もともと英米にその根拠を持つ「信
託」という制度については、わが国では商事
的色彩を有するアメリカの近代的な信託制度
を継受したものと言える。

２ 　信託法成立の経緯と公益信託のこれまで
の概要

１ ）信託法成立と公益信託の実用化
　上述した通り、信託制度はイギリス、アメ
リカにその根拠法があったが、わが国で信託
法が成立したのは、１９２２（大正１１）年である。
　当時の経済界は、信託まがいの事業を行う
業者が乱立して、当時、大蔵省は、これらの
事業を健全なものにするため、政策上取り締
まるための信託業法の立案を考えていた（1）。
ただし信託に関する基本法である信託法を立
案する必要もあるため当時の司法省も加わ
り、1922（大正11）年、信託関係二法（信託
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法、信託業法）が成立した。信託法は、2022
（令和 ４ ）年で100年を迎えたことになる。
　公益信託に関する規定は、信託法66条以下
に当時から存在したが、実用化されたのは、
信託法が成立してから55年目、1977（昭和
52）年 ５ 月20日の、公益信託今井記念海外協
力基金（外務省所管・当初基金 ２ 億円）、公
益信託斎藤記念プレストレスト・コンクリー
ト技術研究奨励基金（建設省（当時）所管・
当初基金1,000万円）の ２ 件である。
　55年間も実用化されなかったのには、①す
でに同じ機能を有する公益法人（特に財団法
人）制度が存在し、定着していたこと、②信
託制度になじみがなかったこと、③実務的に
言えば、公益信託引き受けの許可基準等が存
在していなかったこと等が考えられる。

２ ）公益信託の実用化
　実用化が進んだのは、1973（昭和48）年、
総理府（当時）が、㈶公益法人協会に「公益
信託制度に関する調査・研究」を委託し、㈶
公益法人協会内に㈳信託協会と協力し「公益
信託制度研究会」を設置したことに始まる。
研究会のメンバーには、数名の大学教授、元
法制局長官、信託銀行員等が入っていた。信
託の源流である英国、米国の実地調査ののち
1974（昭和49）年、㈶公益法人協会は、「公
益信託制度に関する調査研究報告書」を総
理府に提出した。また、㈳信託協会は「公
益信託専門部会」を設置した。さらには、
1975（昭和50）年、㈶日本国際交流センター
が、民間非営利公益活動に関して、初めての
国際シンポジウム『先進社会における財団
及び民間資金援助活動の役割（International 
Symposium on the Role of Philanthropy）』
を開催した（このシンポジウムでは、公益信

託制度に関する分科会も含まれていた）。こ
のシンポジウムには、アメリカからコミュニ
ティ財団のクリーブランド・ファウンデーシ
ョン、大型助成財団のフォード財団、カナダ
からはドナー・カナダ財団、ドイツからはド
イツ自然・人文科学振興財団や英国、韓国等
の財団関係者が参加し、わが国からは経済界、
大学関係者、公益法人の多くの参加者が集っ
た。この時、㈶日本国際交流センター理事長
山本正氏が、民間非営利公益活動に対して初
めてフィランソロピーという言葉を使用し
た。この大会は、成功裡に終了した（2）。その
後、㈳信託協会、㈶公益法人協会、㈳経済団
体連合会が、公益信託に対する税制改正を含
め公益信託実用化にむけて要望書を関係機関
に提出した。1976（昭和51）年10月には、第
1 回信託法学会で田中實慶應義塾大学法学部
教授、三菱信託銀行松本崇氏が「公益信託に
ついて―財団法人制度との対比を中心に―」
を発表した（3）。その後、公益信託の許認可・
監督等の法整備もでき、1977（昭和52）年、
第 1 号として 2 件の公益信託が誕生した。
　公益信託の設定も順調に伸び、奨学金支給
等を中心に、実用化20年を経過した1997（平
成 ９ ）年には520件を超えて設定され、2003

（平成15）年の572件がピークとなった（信託
財産額720億円）。公益信託の特徴である「取
り崩し型」のものが徐々に終了し、最近では、
毎年 １ 、 ２ 件が設定されている。最新の統計
では、2024年 ３ 月末現在で、総数378件、信
託財産残額も534億円まで減少している（4）（表
１ 参照）。なお、社会福祉法人が受託した ６
件を入れると、現在３８４件存在する。この ６
件とは、北海道共同募金会が受託している①
公益信託グレイパワー前田基金、②公益信託
谷本康・昌平養護施設児童児童就学援助基金、
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③公益信託テレジア視覚障害者家庭児童教育
援助基金、④公益信託荒木身体障害者スポー
ツ基金の ４ 件と、兵庫県共同募金会受託の公
益信託前田清栄老人福祉基金、中央共同募金
会受託の公益信託高橋保蔵記念福祉振興基金
である（5）。

３ 　改正前公益信託の定義と実際
１ ）改正前公益信託の定義
　公益信託とは、篤志家である財産の出捐者

（個人・法人・任意団体等）が、育英・奨学、
自然環境保全、福祉の増進、国際協力・国際
交流促進、芸術・文化振興、研究助成、都市
環境の整備・保全などの一定目的の公益事業
を実施するために受託者に一定の財産を信託
譲渡し、受託者は、その財産を運用・管理し
一定の公益目的を実現する、財産管理制度で
ある。

２ ）新公益信託法までの動き
　先行していた公益法人制度について、公益
法人制度の抜本改革は2000年前後より始動
し、2008年12月には新制度が施行し、16年が
経過した。
　信託法は、前述したとおり、1922（大正
11）年に制定され、84年ぶりに2006（平成
18）年12月15日に大改正され、現代化が図ら
れた。一方、公益信託については、旧信託法
を廃止することなく、法律名を「公益信託ニ
関スル法律」としたうえで、公益信託に関す
る規定以外の規定を削除し、「信託法の施行
に伴う関係法律の整備等に関する法律」とし
て公益信託に関する規定を整備して存続させ
るという奇妙な形をとった。ただし、衆議院
法務委員会の附帯決議でも、参議院法務委員
会における附帯決議でも、「五　公益信託制
度については、公益法人と社会的に同様の機

表１　公益信託受託状況
令和 ６ 年 ３ 月末現在

［単位：件、百万円］

信　託　目　的 件　数 信託財産残高
奨学金支給
自然科学研究助成
教育振興
国際協力・国際交流促進
社会福祉
芸術・文化振興
都市環境の整備・保全
自然環境の保全
人文科学研究助成
文化財の保存活用
動植物の保護繁殖
その他 

123（ 　―）
61（ 　―）
47（ 　―）
26（ 　―）
28（ 　―）
18（ 　―）
27（ 　―）
16（ 　―）
12（ 　―）
2（ 　―）
1（ 　―）

17（ 　―）

20,867（ 　―）
6,564（ 　―）
1,544（ 　―）
2,831（ 　―）
2,681（ 　―）
4,431（ 　―）
6,887（ 　―）
3,919（ 　―）

809（ 　―）
93（ 　―）
74（ 　―）

2,771（ 　―）
合　　　計 378（ 　―） 53,477（ 　―）

（注）　（　）は令和 5 年度中の新規受託分。
資料出所：（一社）信託協会（２０２４年 ６ 月２５日）
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能を営むものであることにかんがみ、先行し
て行われた公益法人制度改革の趣旨を踏まえ
つつ、公益法人制度と整合性のとれた制度と
する観点から、遅滞なく、所要の見直しを行
うこと」と規定されていた。

３ ）法制審議会開始
　その後、2013（平成25）年、新たな公益法
人制度への移行期間が終了したのち、法制審
議会では2016（平成28）年 ６ 月から信託法部
会を再開し、2019（平成31）年 ２ 月には、公
益信託法の見直しに関する要綱が取りまとめ
られ、法務大臣に答申された（6）。その後大き
な動きがなく、公益信託については、以前の
まま、主務官庁の許可制で推移した。

４ 　「新しい時代の公益法人制度の在り方に
関する有識者会議」

１ ）新公益信託法改正につながる有識者会議
　２０２２（令和 ４ ）年10月から「新しい時代の
公益法人制度の在り方に関する有識者会議」
が設置され、私が有識者会議の座長になった。
この会議は2023（令和 ５ ）年まで１１回、その
後 ２ 回のフォローアップ会合、内閣府主催の
シンポジウム １ 回と重要な会議が市民に向か
って行われた（７）。その中で、第 ５ 回有識者会
議の時にこれまで沈黙していた公益信託制度
を新たな公益法人制度と平仄を合わせるべく
全面改正することが発表され、２０２３（令和 ５ ）
年 ６ 月 ２ 日、新しい時代の公益法人制度の在
り方に関する有識者会議の最終報告が取りま
とめられた。

5 　公益社団法人及び公益財団法人の認定等
に関する法律の一部を改正する法律案及び
公益信託に関する法律案の成立

１ ）公益二法成立の経緯（第２１３回国会）
　公益社団法人及び公益財団法人の認定等に
関する法律の一部を改正する法律案及び公益
信託に関する法律案（以下「公益二法案」と
いい、成立したものを「公益二法」という）は、
以下のような経緯で成立した。

①　２０２４年 ３ 月 ５ 日：閣議決定。
②　同年 ４ 月 １ 日：参議院内閣委員会に付

託（参議院先議）。
③　同年 ４ 月 ２ 日：加藤内閣府特命担当大

臣が趣旨説明。
④　同年 ４ 月 ４ 日：同委員会で質疑・採択。

両法案とも全会一致で原案通り可決。各
会派共同提案による附帯決議 6 項目も採
択。

⑤　同年 4 月 5 日：参議院本会議において
も賛成多数により可決。

⑥　同年 5 月 7 日：衆議院内閣委員会に付
託。

⑦　同年 5 月 8 日：加藤内閣府特命担当大
臣が趣旨説明。

⑧　同年 5 月10日：同委員会で質疑・採択。
両法案とも全会一致で原案通り可決。各
会派共同提案による附帯決議 6 項目も採
択。

⑨　同年 5 月14日：衆議院本会議において
も賛成多数により可決、成立。

⑩　同年 5 月２２日：公益二法公布。

６ 　新しい公益信託法
　ここでは、新しい公益信託法で問題となる
点に絞って説明する。
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１ ）公益信託の定義
　公益信託に関する法律（以下「新公益信託
法」という）によれば、２ 条 １ 項 １ 号で、「公
益信託　この法律の定めるところによりする
受益者の定め（受益者を定める方法の定めを
含む。第 ４ 条第 ３ 項において同じ。）のない
信託であって、公益事務を行うことのみを目
的とするものをいう」とされている。つまり
収益事業はできないと考える。ただし、公益
事務で収益が出ることは妨げない。
　なお、新公益信託法 ２ 条 １ 項 ２ 号では、公
益事務については、「学術の振興、福祉の向
上その他の不特定かつ多数の者の利益の増進
を目的とする事務として別表各号に掲げる事
務をいう」とされている。なお、同条 2 号の
別表には、次の規定が置かれている。
　別表（第 ２ 条関係）

１ 　学術及び科学技術の振興を目的とする
事務

２ 　文化及び芸術の振興を目的とする事務
3 　障害者若しくは生活困窮者又は事故、
災害若しくは犯罪による被害者の支援を
目的とする事務

4 　高齢者の福祉の増進を目的とする事務
５ 　勤労意欲のある者に対する就労の支援
を目的とする事務

６ 　公衆衛生の向上を目的とする事務
７ 　児童又は青少年の健全な育成を目的と
する事務

８ 　勤労者の福祉の向上を目的とする事務
9 　教育、スポーツ等を通じて国民の心身
の健全な発達に寄与し、又は豊かな人間
性を涵養することを目的とする事務

10　犯罪の防止又は治安の維持を目的とす
る事務

11　事故又は災害の防止を目的とする事務

12　人種、性別その他の事由による不当な
差別又は偏見の防止及び根絶を目的とす
る事務

13　思想及び良心の自由、信教の自由又は
表現の自由の尊重又は擁護を目的とする
事務

14　男女共同参画社会の形成その他のより
良い社会の形成の推進を目的とする事務

15　国際相互理解の促進及び開発途上にあ
る海外の地域に対する経済協力を目的と
する事務

16　地球環境の保全又は自然環境の保護及
び整備を目的とする事務

17　国土の利用、整備又は保全を目的とす
る事務

18　国政の健全な運営の確保に資すること
を目的とする事務

19　地域社会の健全な発展を目的とする事
務

20　公正かつ自由な経済活動の機会の確保
及び促進並びにその活性化による国民生
活の安定向上を目的とする事務

21　国民生活に不可欠な物資、エネルギー
等の安定供給の確保を目的とする事務

22　一般消費者の利益の擁護又は増進を目
的とする事務

23　前各号に掲げるもののほか、公益に関
する事務として政令で定めるもの

　法律上の定義は、公益信託とは、新公益信
託法に定めるところによりする受益者の定め
のない信託であって、公益事務を行うことの
みを目的とするものをいう。ここでいう公益
事務とは、上記に示した２３項目であり、公益
目的事業として公益認定法 2 条 4 号の別表各
号に掲げる種類の事業と同様である。公益法
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人も公益信託も、２３番目の項目についてはま
だ政令の定めがないので、実際の公益目的は
２２項目であり、公益事務は、これらに該当す
る事務で不特定かつ多数の利益の増進を目的
とする事務のことをいう。公益事務のみを行
うということは、前述した通り、収益事業は
できないことを意味する。ただし、収益を伴
う公益事務は認められる。

２ ）現行公益法人の公益目的事業
　現行公益法人の事業目的は、内閣府所管の
公益法人（2,606法人）では、 １ 位は学術及
び科学技術の振興943法人（36.2％）、 ２ 位は
児童又は青少年の健全な育成629法人（24.1
％）、３ 位は文化及び芸術の振興５２９法人（20.3
％）である。都道府県所管7,066法人では、
１ 位は地域社会の健全な発展２,９５９法人（４１．９
％）、 ２ 位は高齢者の福祉の増進１,５４２法人

（２１．８％）、 ３ 位は児童又は青少年の健全な育
成１,４６１法人（２０．７％）である（８）。今後の公
益信託の認可も同じような傾向が見られるか
もしれない。地域社会の健全な発展に注目し
たい。
　なお、旧制度の下で進行中の公益信託の公
益目的については、表 １ のとおりである。
　 ２ 年後の施行後には前述した２２項目のうち

どのような内容の公益信託が実施されるか非
常に楽しみではある。

７ 　新公益信託の法律
１ ）公益信託の意義
　前述したとおり、新公益信託法は、公益事
務を行うことのみを目的とする受益者の定め
のない信託であって、本法によりするものを
公益信託とする。つまり、新公益信託法に基
づく公益信託以外は認めないということであ
る。さらに不特定かつ多数の者の利益を目的
とする事務として前述したように本法の別表
各号に掲げる事務を公益事務とする。

２ ）公益信託の要件及び効力
　ア）公益信託の設立要件
　公益信託は、信託契約又は遺言による方法
のみによってしなければならず、公益信託の
信託行為には、公益信託の名称、信託管理人
及び帰属権利者となるべき者を指定する定め
等を定めなければならない（新公益信託法 ４
条 １ 項及び ２ 項）。
　この規定によると信託宣言（委託者自ら自
己の財産を信託財産と宣言すること。信託法
３ 条 ３ 号参照）は認められないということに
なる（9）。

表 ２　公益法人の所管別公益目的事業（令和 ４年）

順位 計（9,672法人） 内閣府（2,606法人） 都道府県（7,066法人）

1
地域社会の健全な発展 学術及び科学技術の振興 地域社会の健全な発展

3,299法人（34.1％） 943法人（36.2％） 2,959法人（41.9％）

2
児童又は青少年の健全な育成 児童又は青少年の健全な育成 高齢者の福祉の増進

2,090法人（21.6％） 629法人（24.1％） 1,542法人（21.8％）

3
高齢者の福祉の増進 文化及び芸術の振興 児童又は青少年の健全な育成

1,698法人（17.6％） 529法人（20.3％） 1,461法人（20.7％）

資料出所：「令和４年公益法人の概況及び公益認定等委員会の活動報告」１７頁
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　イ）信託管理人等
　信託管理人とは、公益信託事務の適正な処
理の監督をするに必要な能力を有する者で、
信託法 ４ 章 ４ 節 １ 款に規定する信託管理人を
いい、必置とされる。信託管理人の資格とし
て、未成年者、当該信託の受託者である者は
信託管理人になることはできない（信託法
１２４条 １ 号及び ２ 号）。信託管理人は、委託者、
受託者から独立した第三者で、受託者の監督
を行う。
　信託管理人の権限、義務及び責任は、受益
者の定めのある信託の信託管理人の権限、義
務及び責任と同様である。
　受託者がその公益信託事務を処理するに当
たり委託者、受託者、信託管理人その他政令
で定める公益信託の関係者に対し信託財産を
用いて特別の利益を与えるものでないこと

（新公益信託法 ８ 条 ５ 号）が必要である。
　なおこの規定において、定めておかなけれ
ばならない権利帰属者とは、信託法１８２条 １
項 ２ 号に規定する帰属権利者をいう。つまり
信託行為において残余財産の帰属すべき者と
して指定された者のことをいう。
　ウ）公益信託の名称
　何人も、公益信託でないものについてその
名称又は商号中に、公益信託であると誤認さ
れるおそれのある文字を用いてはならない

（新公益信託法 ５ 条 １ 項）。また不正の目的を
もって、他の公益信託であると誤認されるお
それのある名称又は商号を使用してはならな
い（新公益信託法 ５ 条 ２ 項）。

８ 　主務官庁による許可・監督制の廃止と行
政庁による認可・監督制の創設

１ ）行政庁の認可・監督
　公益信託は、行政庁の認可を受けなければ、

その効力を生じない（新公益信託法 ６ 条）。
　主務官庁による許可・監督制を廃止し、内
閣総理大臣又は都道府県知事が公益認定等委
員会又は都道府県に置かれる合議制の機関の
意見に基づき、公益信託を認可するものとす
る（新公益信託法10条）。
　この法律における行政庁は、次に掲げる公
益信託の区分に応じ、それぞれ内閣総理大臣
又は都道府県知事とする（新公益信託法 3
条）。

ア　以下に掲げる公益信託については内閣
総理大臣。
①　公益事務を二以上の都道府県の区域

内において行う旨を信託行為で定める
もの

②　国の事務又は事業と密接な関連を有
する公益事務であって政令で定めるも
のを行うもの

イ　上記①及び②に掲げる公益信託以外の
公益信託は都道府県知事。

　公益信託の受託者となろうとする者は認可
（以下「公益信託認可」という）を申請しな
ければならない（新公益信託法 7 条 １ 項）。
　公益信託認可の申請は、内閣府令で定める
ところにより、次に掲げる事項を記載した申
請書を行政庁に提出しなければならない（新
公益信託法 7 条 ２ 項）。

①　公益信託の名称、②受託者及び信託
管理人の氏名及び住所（法人にあって
は、その名称、代表者の氏名及び主た
る事務所の所在地）、③公益事務を行
う都道府県の区域、④公益事務の種類
及び内容、⑤その他公益信託に係る信
託行為の内容に関する申請書。

　これらの申請書には、次に掲げる書類を添
付しなければならない（新公益信託法 7 条 ３
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項）。
ａ．公益信託に係る信託行為の内容を証す

る書面
ｂ．事業計画書及び収支予算書
ｃ．公益事務を行うに当たり法令上行政機

関の許認可等（行政手続法（平成 ５ 年法
律第８８号） ２ 条 3 号に規定する許認可等
をいう。）を必要とする場合においては、
当該許認可等があったこと又はこれを受
けることができることを証する書類

ｄ．当該公益信託に係る信託事務（以下「公
益信託事務」という。）を処理するのに
必要な経理的基礎を有することを明らか
にする当該公益信託の信託財産に係る財
産目録その他の内閣府令で定める書類

ｅ．新公益信託法 ８ 条１１号に規定する支払
基準を記載した書類（信託報酬等）

ｆ．上記ａからｅに掲げるもののほか、内
閣府令で定める書類

９ 　公益信託の認可の基準等
１ ）受託者の経理的基礎及び技術的能力
　受託者は、公益信託事務を適正に処理する
のに必要な経理的基礎及び技術的能力を有す
るものであること等の基準を満たしていなけ
ればならない（新公益信託法 ８ 条）。
　公益法人の場合、設立目的の達成のため、
将来においても安定的かつ継続的に公益目的
事業が行われることが期待されており、その
ために適切な経理的処理、業務運営能力が必
要とされているのと同じ趣旨である（公益認
定法 ５ 条 ２ 号）（10）。

２ ）受託者の属性
　法律上、受託者の属性についての基準は設
けられていない。

　つまり、受託者としては、信託銀行だけで
なく、公益法人、NPO 法人、社会福祉法人、
学校法人、弁護士、公認会計士、税理士等も
可能ということである。
　受託者が、その公益事務を行うに当たり法
令上必要となる行政機関の許認可等を受ける
ことができないもの、国税若しくは地方税の
滞納処分の執行がされているもの又は当該滞
納処分の終了の日から三年を経過しないもの
である場合は、公益信託認可を受けることが
できない（新公益信託法 ９ 条 １ 号）。
　善管注意義務の軽減（信託法２９条 ２ 項但書）
は、新公益信託法３３条 １ 項により、適用除外
となっている。つまり、受託者の善管注意義
務は、軽減することはできない。
　前述した受託者の「経理的基礎及び技術的
能力」について、受託者には、公益事務、信
託財産及び公益信託事務の計画の内容等に応
じて、信託財産を管理する能力（財務基盤を
含む）、公益信託事務を事務処理する体制が
求められることを踏まえて判断する必要があ
る。具体的な基準について、内閣府令で策定
する。

３ ）信託財産の多様性等
　信託財産は、金銭に限定しない（信託法 ２
条 ３ 項、新公益信託法 ２ 条 ２ 項）。
　この規定は、新公益信託法で初めて認めら
れた。これまで許可された受託財産は、特に
金銭に限るという規定はなかったが、実際に
は金銭だけであった（11）。新公益信託法では
不動産・有価証券など様々な財産の受託が可
能となった。また受託者の範囲も拡大され、
さらにはこれまでは奨学金給付や研究助成金
など助成型の公益信託だけが認められてきた
が、事業型の公益信託も認められることにな
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った。受託財産も様々なものが可能となり、
受託者も多様化し、公益事業も多様化するこ
とになる場合、どのような公益事業が考えら
れるであろうか。美術品を受託し、美術館の
管理運営を行う公益信託は、美術館を運営す
る公益法人等が受託者となる場合に可能とな
る。ただし、寄附された美術品は売却して他
の美術品を購入することはできるか。信託契
約の内容にもよるであろう。また高齢者福祉
事業を行う公益法人等が遺贈により賃貸マン
ションを受託財産とし、単身高齢者へ低料金
の住居提供をする公益信託の公益目的事務は
高齢者福祉事業となろう。当該住宅が老朽化
した場合の建て替えや転売して他の不動産物
件を購入する場合の法律問題はどう解決すれ
ばよいかなど、事業型の公益信託を実施する
には、いくつかの問題が生じる。それ以外で
も世界中の非営利団体と協働して世界的な難
病支援を行うなど新しい公益活動を行うとい
う大きなことも考えられる。さらには大口の
寄附を地域で集め、特定の自治体と協働して
地域の活性化のためにコミュニティ事業を行
うコミュニティ財団（後ほどアメリカの例を
説明する）という形はとれないだろうかと私
見では考える。

４）株式等の保有
　公益信託の信託財産に他の団体の意思決定
に関与することができる株式等は含まれな
い。ただし実質的支配のおそれのない場合は
許容する（新公益信託法 ８ 条１２号）。この規
定は公益法人が株式等の保有を制限している
公益認定法 5 条１５号と同様の趣旨で、公益信
託が株式等の保有を通じて他の営利法人等を
実質的に支配することを認めないという意味
で認可基準としたようである。ただし実質的

支配のおそれがないとはどういう意味か明
確にしておかなければならない。具体的に
は、「無議決権株式」は規制の対象とはなら
ない（12）。

５ ）信託報酬
　受託者の報酬については信託法５４条 １ 項、
新公益信託法 ８ 条１１号、信託管理人の報酬に
ついては信託法１２７条 ３ 項、新公益信託法 ８
条１１号、１９条に規定があり、公益信託の事業
内容や経理の状況を考慮して、不当に高額に
ならないという支払い基準を定める必要があ
る。さらには、行政が、一元的に支払い基準
を情報公開することにより、国民による監視
のもとに置かれることも予定されているよう
である（13）。
　公益信託の終了時に類似の公益目的を有す
る他の公益信託の受託者、当該公益信託の目
的とする公益事務と類似の公益目的事業を行
う公益法人等に残余財産を帰属させる旨の定
めを信託行為に置かなければならないとの基
準が設けられていることについては、前述し
た（ ７ の ２ ））。
　公益信託に係る信託の変更、新受託者及び
新信託管理人の選任等の公益信託認可に係る
事項の変更をするときは、受託者（当該新受
託者を含む。）はあらかじめ、行政庁の認可
を受けなければならず、当該認可を受けなけ
れば、その効力を生じない（新公益信託法12
条）。ただし、内閣府令で定める軽微な信託
の変更等については届出で足りる（新公益信
託法12条 １ 項但書）。ただし軽微な信託の変
更の具体例はまだないので考えておく必要が
あろう。
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６ ）公益信託事務の処理等
　受託者について、公益法人制度と整合性の
とれた制度とする観点から、その公益信託事
務を行うに当たって、公益信託事務の収入及
び費用の均衡に関する規律や使途不特定財産
額の制限に関する規律を定めるものとする。
行政庁は、新公益信託もガバナンスが大事で、
不祥事が起こらないよう気を付ける必要があ
るという。既に存在する公益信託について信
託財産が毀損された例は全くない。公益信託
の受託者には、善良な管理者の注意をもって
信託事務の処理をしなければならない善管注
意義務（信託法２９条 2 項）がある。その任務
を怠ったことにより信託財産が毀損した場合
は、監督者である信託管理人が受託者に対し
行為の差し止めや損失を補填する請求ができ
る（信託法125条 １ 項）。また、このような受
託者の行為が公益信託の認可基準に適合しな
い場合、行政庁による報告徴収、勧告、命令、
認可取消し等の措置を取ることができる（後
述 ７ ）参照）。
　公益信託の受託者について、財産目録の備
置き及び閲覧、財産目録等の提出に関する規
律が定められている（新公益信託法20条及び
21条）。

７ ）公益信託の監督
　公益法人制度と整合性の取れた制度とする
観点から公益信託の受託者に対する報告徴収
及び立入検査、勧告及び命令並びに公益信託
認可の取消し等に関する監督の規定が設けら
れている（新公益信託法28条以下）。

８ ）第三者委員会に対する諮問等
　公益性の判断等に関する公益認定等委員会
又は都道府県に置かれる合議制の機関への諮

問等の規定が設けられている（新公益信託法
34条以下）。

９ ）移行措置等
　施行の際にすでに存在する公益信託につい
て、行政庁による公益信託認可の基準に即し
た移行認可を受けることにより新公益信託法
下の公益信託として効力を有する（新公益信
託法附則 ４ 条）。現行の公益信託は、ほとん
ど問題ないと思われるので、整然と移行がな
されることを望むものである。
　新公益信託法の規律や行政庁による監督を
前提に信託業法の規制をどこまで除外するこ
とができるかを含め、公益信託の引き受けに
関する信託業法の適用関係を整理することを
検討するようである。
　なお、新公益信託に対する税制度は公益法
人と同等とする規定はあるが、詳細について
は、紙幅の都合上割愛する。

Ⅱ　新しい公益信託制度への期待

１　公益信託の数の増加と大型化への期待
　新しい公益信託法が実施された場合、どの
程度数が増えるのか、どのような内容の公益
信託が民間公益活動の一翼を担い美しく花開
くか期待せずにはいられない。
　これまで述べてきた公益信託と新しい公益
信託とを比べる場合、まず（一社）信託協会
の分類によると、奨学金支給、自然科学研究
助成、教育振興、国際協力・国際交流促進、
社会福祉、芸術・文化振興、都市環境の整
備・保全、自然環境の保全、人文科学研究助
成、文化財の保存活用、動植物の保護繁殖と
その他に分類されているが、実はこの「その
他」の中には和菓子製造技術振興基金、地場
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産業振興開発基金、ニュービジネス育成基金、
NPO サポートファンド等分類に入っていな
いものがある。多様化された信託財産、多様
化された受託者などを考慮すると、寄附金を
多く集めた大型の公益信託が想定できれば、
民間公益活動の更なる発展に寄与できるので
はないかと思う。

２ 　アメリカの非営利公益活動への寄附の実
際と大型助成財団

　実は、民間非営利活動が盛んなアメリカで
は、毎年集める寄附額も大きく、多くの助成
金を支出する活動を行う団体も存在する。後
述するように、例えば、2023年度の寄附総額
が日本円で88兆円以上にも上り、寄附者の ７
割以上が個人であるという現実に接すると、
わが国と比べて、何が問題になるのか考えざ
るを得ない。ただし、民間非営利活動を支え
ているのは、個人等からの寄附金がすべてで
はないと話すのは、ジョンズ・ホプキンス大
学のサラモン教授である。彼によると、民間
非営利団体の主たる収入源は、第一に会費、
事業収入で全体の５７％を超え、次が政府から
の補助金だということである（14）。とはいえ、
寄附金額を見ても我が国よりはるかに大き

い。なぜ多くの人が非営利活動に多くの寄附
金を出すのか。その理由はいろいろあると思
うが、国の成り立ちから説明する者も多い。
アメリカは「政府を作る前にコミュニティが
存在した」と言われるように、ヨーロッパか
ら新大陸を求めてやってきた開拓者たちが、
学校、道路、橋などを自ら作り上げてきたと
いう歴史的風土がボランタリズムを支えてき
たという特徴がある。
　アメリカでは大口の寄附をたくさん集め、
非営利団体や奨学金等を望む学生等に助成金
や奨学金等を提供している大型の助成財団も
非常に多い。Giving USA の統計によると、
２０２３年度の全米寄附総額は、5,571億６,０００万
ドル（８８兆５,８８４億４,０００万円、1 ドル＝１５９円）
である（15）。前年度は４,９９３億３,０００万ドルだ
ったので、かなり増加し、過去最高とのこと
である。その内訳は、表 ３ と表 ４ のとおりで
ある。個人、財団、遺贈、企業の出捐では、
遺贈も含めて圧倒的に個人の寄附金が多い

（７５％にも及ぶ）。表５は、大型の助成財団４０
位まで表したものである（設立年等は筆者追
加）。その特徴は、地域に根差したコミュニ
ティ財団が 9 件も入っていることである。

表 ３　アメリカ寄附者一覧（２０２３年）
1 ドル＝159円

米国寄附者一覧 金額（ドル） 金額（日本円）
総　額 5,571億6,000万ドル 88兆5,884億4,000万円
個　人 3,774億ドル 60兆66億円
財　団 1,035億3,000万ドル 16兆4,612億7,000万円
遺　贈 426億8000万ドル 6 兆7,861億2,000万円
企　業 365億5000万ドル 5 兆8,114億5,000万円

資料出所：Giving USA 2024 : The Annual Report on Philanthropy for the 
Year 2023
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表 ４　アメリカ非営利助成金受領分野（２０２３年）
1 ドル＝159円

米国助成金受領分野 金額（ドル） 金額（日本円）
１ 　宗教 1,458億1,000万ドル 23兆1,837億9,000万円
２ 　ヒューマンサービス 888億4,000万ドル 14兆1,255億6,000万円
３ 　教育 876億9,000万ドル 13兆9,427億1,000万円
４ 　財団 800億3,000万ドル 12兆7,247億7,000万円
５ 　公共社会の利益 628億1,000万ドル 9 兆9,867億9,000万円
６ 　健康 565億8,000万ドル 8 兆9,962億2,000万円
７ 　国際情勢 299億4,000万ドル 4 兆7,604億6,000万円
８ 　芸術・文化・人文科学 252億6,000万ドル 4 兆163億4,000万円
９ 　環境・動物 212億ドル 3 兆3,708億円

資料出所：Giving USA 2024 : The Annual Report on Philanthropy for the Year 2023

表 ５　全米大型助成財団トップ４０一覧

※はコミュニティ財団
資料出所：The Grantsmanship Center 2023
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　米国には、非営利公益活動を行う団体は、
１５０万団体以上存在する。その法形態は、非
営利公益法人、公益信託、権利能力なき社団
等である。多くは州法に基づき、法人形式、
公益信託形式、任意団体で活動している。

３ 　コミュニティ財団
　コミュニティ財団とは、特定の地域で多数
の個人や団体から集めた大口、小口の寄附を
集合して管理・運用し（寄附の受け入れや財
産の管理は、複数の信託会社や信託銀行が行
うことが多い）、その資金を地域の教育や福
祉増進を図るための財団で、そのほとんどが
税法上、パブリック・チャリティという特別
の免税団体に認定されている。
　コミュニティ財団（Community Founda­
tion）又はコミュニティ・トラスト（Community 
Trust）という組織は、全米で大型のものは、
１,０００弱存在する（16）。設立の法形式は、信託
形式及び法人形式の ２ 種類あって、ニューヨ
ーク・コミュニティ・トラストのように同一
組織に信託形式と法人形式の双方があるほか
大型のものは、複数の基金を有する信託形式
のものが多い（17）。

４ 　コミュニティ財団の歴史
１ ）クリーブランド・ファウンデーションの
設立

　アメリカのコミュニティ財団の第 １ 号は
ご存じの通り、１９１４年 １ 月 ２ 日に設立され
たクリーブランド・ファウンデーション

（Cleveland Foundation, オハイオ州）である。
その設立のきっかけは、クリーブランド信託
会社の社長ゴフ氏（F. H. Goff）で、彼はのち
に弁護士として活躍する。ゴフ氏が社長の時、
公益目的のための遺産の信託の有効性に対

し、相続人との間に訴訟が起きた。幸い訴訟
は会社側が勝訴したが、ゴフ氏は、遺産を公
益目的に利用したいという故人の遺志を最大
限に生かし、遺族をも納得させる方法を考え
た。そこで，公共的性格を有し、地域のニー
ズの多様性にも応じられ、地域福祉の増進を
図る仕組みとして、コミュニティ・ファウン
デーション（トラスト）の構想を考え付いた。
公共的性格を維持するために助成先を決定す
る配分委員会のメンバーに、市の公職にある
者、あるいは市の公職にある者が指名した者
をあてること、経理内容を公開することなど
を具体策として掲げた。クリーブランド・フ
ァウンデーションの設立に当たり、基本財産
を公募で受け入れるため、「決議及び信託宣
言（Resolution and Declaration of Trust）」
という方式がとられた。日本の新しい公益信
託は、信託宣言は認められない。契約又は遺
言で設立されることになろう。クリーブラン
ド・ファウンデーションの決議及び信託宣言
第 ４ 条によれば「教育、学術研究、病人・老
人・困窮者の保護を促進し、生活環境を改善
し、すべての階層の人のためのレクリエーシ
ョン施設を整備し、もってクリーブランド市
民の精神的、道徳的及び肉体的向上を、人種、
肌の色、思想の差別なく図っていくこと」と
規定され、これらの公益目的達成のために非
営利団体に助成するとされている（18）。
　コミュニティ財団の構想は、他州でも一定
の地域コミュニティへ多くの事業内容の助成
を地域からの寄附金を基金として活動してい
る。
　表 ５ で示したアメリカの大型財団４０位まで
のうち ９ 団体がコミュニティ財団である。
　アメリカの民間非営利公益活動を行う団
体は、最近のデータでは、IRC501C ⑶に
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属する団体は、パブリック・チャリティが
１３７万７,２６６団体、プライベートファウンデ
ーションは、１０万３,２９９団体存在する（IRS 
DATA BOOK2022）。つまり約１５０万団体あ
る。そのうち税の優遇が大きいパブリック・
チャリティの方が断然多い。

２ ）１９６９年の税制改正とコミュニティ財団
　コミュニティ財団の特徴は、１９６９年の税制
改正にある（19）。
　１９６９年の税制改正は、民間非営利公益団体
をパブリック・サポートテストでパブリック・
チャリティとプライベートファウンデーショ
ンに分類した。パブリック・チャリティに分
類されるのは、⑴公的機関（宗教団体、学
校、病院など）、⑵公的支援を受けている団
体、⑶公的機関や公的支援団体を支援する団
体、⑷公共安全の審査を目的とする団体であ
る。コミュニティ財団は、寄附金の総受入額
の１０％以上が政府機関及び一般公衆からの支
援によるものであること、継続的かつ誠実に
一般公衆、政府機関、パブリック・チャリテ
ィなどから寄附を募集するプログラムを実施
していること、当該団体の理事会が公的性質
を有していること、当該団体の施設や事業プ
ログラムが一般公衆の便益に供されているこ
と、会費が妥当な額であること、その活動が
広く一般社会の利益や目的に資するものであ
ることなど様々な状況を総合的に勘案して公
的支援団体と認定することができる。特定の
地域やコミュニティの社会教育等の公益目的
となっているコミュニティ財団はこれらの規
定からパブリック・チャリティと認められて
いる（20）。
　パブリック・チャリティでは、連邦法の税
優遇を受けるための規制は、情報公開だけで

ある。

５ 　コミュニティ財団の具体例（トップ ３）
ア　シリコンバレー・コミュニティ・ファウ

ンデーション
　表 5 で示されているアメリカでもっとも大
きいコミュニティ財団はシリコンバレー・コ
ミュニティ・ファウンデーションである。ビ
ル＆メリンダ・ゲイツ財団に次ぐアメリカ最
大の助成財団である。シリコンバレー・コミ
ュニティ・ファウンデーションは、２００６年 ７
月に、サンフランシスコのベイエリアのペニ
ンシュラ・コミュニティ財団（本部加州サン
マテオ）と、コミュニティ財団シリコンバレ
ー（本部加州サンノゼ）が合併し、２００７年 １
月にシリコンバレー・コミュニティ・ファウ
ンデーション（本部加州マウンテンビュー）
として発足した。現在の保有財産額は約18億
9,497万ドル（約3,013億円）である。２０１２年
にフェイスブック創業者のザッカーバーグ夫
妻が、株式１,８００万株、２０１３年にもザッカー
バーグ氏がさらに１,８００万株を寄附し、総額
９ 億９,０００万ドルの寄附をすることになった。
この金額は２０１３年の最大寄附として認められ
た。２０２４年には、動画配信サービスのネット
フリックス会長ヘイスティングス氏が、シリ
コンバレー・コミュニティ・ファウンデーシ
ョンに１１億ドルの株を寄附したことがニュー
スになっている。
　２０２３年のシリコンバレー・コミュニティ・
ファウンデーションはベイエリアの非営利団
体に３０億ドル（４,７７０億円）以上を助成し、
総額では４５億８,０００万ドル（７,２８２億２,０００万
円）の助成金を提供している。
　この財団の重点課題は保健、科学、教育、
環境、コミュニティ開発、市民参加、芸術・
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文化、福祉等となっている。
イ　カロライナ財団
　コミュニティ財団で ２ 番目に大きいもの
は、表 ５ の ９ 番目にある Foundation for the 
Carolinas（カロライナ財団）である。１９５８
年に設立され、ノースカライナ州シャーロッ
トに拠点を置くコミュニティ財団で、助成先
は、ノースカロライナ州とサウスカロライナ
州を対象としている大型の財団である。ファ
ミリー、企業、非営利団体からの寄附金で設
立され、約３,０００の基金が存在する。
　ハリケーンへの救済や苦境に立たされてい
る食品や飲料ビジネスの支援、芸術文化活動
への支援を行っている。現在約 3 億9,766万
ドル（約632億円）の寄附金を集めている。
ウ　シカゴ・コミュニティ・トラスト
　コミュニティ財団で ３ 番目に大きいも
の は、 表 ５ の１０番 目 に あ る The Chicago 
Community Trust （シカゴ・コミュニティ・
トラスト）である。設立は１９１５年、クリーブ
ランド・コミュニティ・ファウンデーション
の設立に触発されて、当初は銀行の創設者で
あるハリス氏親子がシカゴの急速な工業化に
影響を受けた住民のための人権擁護や人道
支援、人種的格差等に助成金を支給してい
た。２０１５年に１００周年を迎え、市民からのア
イデアを募集したり、アフリカ系アメリカ人
を慈善事業に参加させたり、アジア系アメリ
カ人コミュニティに共通する出来事に専門家
を招集したり、ヤング・リーダーズ・ファ
ンドを作り、効果的な寄附者を創設するよ
うな積極的な動きを行っている。支援金は
３ 億５,７０９万ドル（約５６７億円）の寄附金であ
る。

６ 　終わりに
　以上のような規模の大きいコミュニティ財
団が我が国で出ることを望むのだが、地域で
大口、小口の寄附を集め信頼のおける組織に
管理してもらい、地域の人々から継続して寄
附金を集める仕組みを作ることが重要だと思
われる。地方自治体が受託者になれるかどう
かは（21）、すでに北海道の斜里町が問題にな
ったことがあるのはご存じであろう。「知床
１００平方メートル運動」は、結局、斜里町は
事務局として全国から寄附金を募って、「知
床１００平方メートル運動の森・トラスト」と
して存続し、当初考えていた森を寄附金でほ
ぼ買い取っている。現在は、「ふるさと納税」
扱いで寄附金を募集している。
　先に述べたコミュニティ財団の事業内容で
お示したように、大きくは、地域おこし、人
権問題、移民の問題、貧困に悩む市民などへ
の支援などから、学齢期の子の放課後の支援、
子ども食堂、若者の地域での起業支援、外国
人居住者の教育・就労支援など地域で問題と
なっている、民間ならではのきめ細やかな事
業を、公益信託を使ってできないだろうか。
大きなきっかけは、ふるさとの活性化に思い
をはせる企業や人々の深い思いではないだろ
うか。
　ただし、アメリカのコミュニティ財団には、
地域で寄附金等を集め、地域の需要に応じて
使用するという仕組みで、例えば寄附を受け
た不動産、絵画、美術品、有価証券などを直
接使用するのではなく、自由に処分できると
いう柔軟な税制優遇があるので、多額の金額
を助成金に回せるという特殊性がある。我が
国の公益信託に対する税の優遇には本論稿で
は紙幅の都合で言及しなかったが、国や地方
自治体が税金で事業をすることも重要である
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（あめみや・たかこ）
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公益事業を作り上げることは、さらに楽しみ
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